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前回※の議論での主なご意見（災害拠点精神科病院）

• 災害拠点精神科病院については、指定要件を定めて整備を促進するべき。

• まずは基幹施設を整備し、底上げを図るべき。

• 研究に基づく提案は、精神科入院患者の一時避難所としての機能が前面

に出ているが、地域の患者の受入れや入院を受ける機能も必要ではない

か。

• こころのケアセンターや精神保健福祉センターと基幹病院との連携が、

都道府県にとっての課題である。

• 精神科病院協会では、独自に災害時支援中心病院の整備を進めている。

（都道府県に2箇所）

• 全ての医療機関は、耐震構造（可能なら免震）であるべき。

（熊本地震からの教訓）

• 医療機関は、ライフラインに対し二重三重のセイフティーネットが必要

ではないか。
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※ 第４回救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会（平成30年７月６日）



災害拠点精神科病院の目標
（「災害時における医療体制の構築に係る指針」より）

① 被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS等を用いて都道
府県災害対策本部へ共有すること

② 災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神障害者
福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）に基づく精神科医療を行うため
の診療機能を有すること

③ 災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難場所と
しての機能を有すること

④ 災害派遣精神医療チーム（Disaster Psychiatric Assistance Team:DPAT）
の派遣機能を有すること

⑤ 被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含
め、平時からの備えを行っていること
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DPAT（災害派遣精神医療チーム）について

都道府県等DPAT

各都道府県等が整備するDPATを「都道府県等DPAT」と呼称する。

DPATは、発災直後から中長期に渡り活動する必要があるため、各都道府県等は複数の班を
構成し、引継ぎながら活動させる。

都道府県等DPATは、主に被災地での精神科医療の提供、精神保健活動への専門的支援、被
災した医療機関への専門的支援、支援者（地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等）へ
の専門的支援等の役割を担う。
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DPAT先遣隊

都道府県等DPATを構成する班のうち、発災から概ね48時間以内に、被災した都道府県等に
おいて活動できる班を「DPAT先遣隊」と呼称する。

DPAT先遣隊は、主に本部機能の立ち上げやニーズアセスメント、急性期の精神科医療ニー
ズへの対応等の役割を担う。

DPAT統括者

DPAT都道府県調整本部における統括業務を担うため、予め各都道府県によって任命された
精神科医師を「DPAT統括者」と呼称する。

※ DPAT都道府県調整本部の行う統括業務

被災都道府県等管内で活動するすべてのDPATの指揮・調整とロジスティクス、都道府県災害対策本部・DMAT都道府
県調整本部・派遣調整本部等との連絡および調整、都道府県災害医療コーディネーターとの連携、被災都道府県等内の
精神保健医療に関する被災情報の収集（精神科医療機関の被災状況等）、厚生労働省及びDPAT事務局との情報共有等。

「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領について」（平成30年3月30日付け障精発0330第1号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）より抜粋
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災害拠点精神科病院の指定要件で明確にすべき点（案）

前回の意見等を踏まえ、指定要件を定めるに当たり、「災害時における医
療体制の構築に係る指針」（平成29年７月31日付け医政地発0731第1号）
の内容において、より明確にすべき項目として以下のものが挙げられる。
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① 災害拠点精神科病院で行われる災害時精神科医療

② 災害拠点精神科病院を中心に展開されるDPAT活動

③ 災害拠点精神科病院に必要な施設・設備等の整備

a. 耐震性の確保に関する記載の明確化

b. 自家発電機の発電容量

c. 水・食料・医薬品の備蓄量

d. DPAT先遣隊の活動内容に関係する施設整備等

e. DMATその他の支援団体との連携に資する施設整備等

f. 搬送手段などの確保



① 災害拠点精神科病院で行われる災害時精神科医療

災害拠点精神科病院は、24時間緊急対応し、災害発生時に、
以下のとおり精神科医療の提供を行う。
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• 被災地域内にある災害拠点精神科病院は、精神科医療の必要
な患者の受入れ、治療及び搬出を行う。

• 被災地域外にある災害拠点精神科病院は、被災地から搬送
される精神科疾患を有する患者の受入れを行う。



② 災害拠点精神科病院を中心に展開されるDPAT活動
（被災地内）

• DPATは、原則、被災地域内のDPAT活動拠点本部に参集する
こととしており、DPAT活動拠点を設けた災害拠点精神科病
院は、参集拠点の一つとなる。

• 被災地域内にある災害拠点精神科病院は、被災時、院内に
いるDPAT先遣隊を中心として、DPAT活動拠点本部を立ち上
げる。

• DPAT先遣隊は、被災地域における精神科医療機関等の被災
状況や精神保健医療ニーズを把握し、DPAT都道府県調整本
部に報告する。

• 他県から支援に来たDPAT先遣隊は、本部機能やニーズ把握
の他にも、災害拠点精神科病院が行う精神科医療の提供を
支援することとなる。
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② 災害拠点精神科病院を中心に展開されるDPAT活動
（平時、被災地外）

• 都道府県におけるDPATの訓練の拠点として、災害拠点精神
科病院は、教育・訓練を提供する機能を持つ必要がある。

• 他の地域で災害が起きた場合、最初に災害拠点精神科病院
のDPAT先遣隊が被災地に派遣されるため、災害拠点精神科
病院は、24時間、DPAT先遣隊を派遣できる体制にあること
が求められる。
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③ 災害拠点精神科病院に必要な施設・設備等の整備

9

a.耐震性の確保に関する記載の明確化

b.自家発電機の発電容量

c.水・食料・医薬品の備蓄量

d.DPAT先遣隊の活動内容に関係する施設整備等

e.DMATその他の支援団体との連携に資する施設整備等

f.搬送手段などの確保



a. 耐震性の確保に関する記載の明確化

○ 災害拠点精神科病院が、医療活動等を継続できるための耐震性について

災害拠点病院と同様の環境下で協同して災害対応に当たる

ことから、災害拠点病院と同等の水準を求める。
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※災害拠点病院指定要件

（２）施設及び設備

① 医療関係

ア．施設

（イ） 診療機能を有する施設は耐震構造を有することとし、病院機能を維持するために必要な全ての施設が

耐震構造を有することが望ましい。



b. 自家発電機の発電容量

○ 災害拠点精神科病院が自立して活動できるための電力確保について

・ 災害時の精神科医療においては、災害拠点病院のように大型

医療機器、人工呼吸器、手術等による大規模な電力需要が想定

されないため、自家発電機等により、「主な診療施設、入院施

設及び一時的避難場所を運営できる程度の容量を確保」するこ

ととし、目標値は当面の間設けない。

・ ただし、北海道胆振東部地震において発生した大規模停電を

踏まえ、災害拠点病院と同様に3日分程度の燃料備蓄を求める。
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※災害拠点病院指定要件
（２）施設及び設備

① 医療関係
ア．施設
（ウ）通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、３日分程度の燃料を確保しておくこと。ま

た、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、自家発電機等から電源の確保が
行われていることや、非常時に使用可能なことを検証しておくこと。なお、自家発電機等の設置場所につ
いては、地域のハザードマップ等を参考にして検討することが望ましい。



c. 水・食料・医薬品の備蓄量

○ 災害拠点精神科病院が自立した活動を行うための備蓄について

・ 災害拠点病院と同様の環境下で協同して災害対応に当たる

ことから、災害拠点病院と同様に３日分程度の備蓄を求める。

・ また、ライフラインの二重化・三重化の観点から、必要な

協定の締結等も求める。
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※災害拠点病院指定要件
（２）施設及び設備

① 医療関係
ウ．その他

食料、飲料水、医薬品等について、流通を通じて適切に供給されるまでに必要な量として、３日分程度を備
蓄しておくこと。その際、災害時に多数の患者が来院することや職員が帰宅困難となることを想定しておくこ
とが望ましい。

また、食料、飲料水、医薬品、燃料等について、地域の関係団体・業者との協定の締結により、災害時に優
先的に供給される体制を整えておくこと（ただし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等にお
いて、災害拠点病院への対応が含まれている場合は除く。）。



○ DPAT先遣隊の活動内容は、本部活動、情報収集とニーズアセスメント、

情報発信、精神科医療の提供等とされており、自立して活動を行うことが

求められる。

DPAT先遣隊は、DMATと同様の環境下で協同して災害対応に

当たることから、災害拠点病院においてDMATのために整備され

ているものと同等の水準を求める。
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d. DPAT先遣隊の活動内容に関係する施設整備等

※災害拠点病院指定要件
（２）施設及び設備

① 医療関係
イ．設備
（オ）被災地における自己完結型の医療に対応出来る携行式の応急用医療資器材、応急用医薬品、テント、

発電機、飲料水、食料、生活用品等
（カ） トリアージ・タッグ



e. DMATその他の支援団体との連携に資する施設整備等

○ DPAT活動拠点本部が災害拠点精神科病院に設置された場合に必要となる、

他の支援団体との連絡・調整を行うための通信手段について

災害拠点病院と同様の環境下で協同して災害対応に当たる

ことから、災害拠点病院と同等の水準を求める。
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※災害拠点病院指定要件
（２）施設及び設備

① 医療
イ．設備
（ア）衛星電話を保有し、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すること。また、複数の通信手段を

保有していることが望ましい。
（イ）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加し、災害時に情報を入力する体制を整えておくこと。

すなわち、情報を入力する複数の担当者を事前に定めておき、入力内容や操作方法などの研修・訓練を行って
おくこと。



f. 搬送手段などの確保（１）

○ ヘリコプターの離発着場、車両の整備について

・ 災害拠点病院はヘリコプターの離発着場を敷地内に持つこと

とされているが、精神科患者で長距離輸送を緊急に必要とする

ケースは少ないと考えられるため、近隣にヘリパッドなどが

存在することを把握しておくことで対応する。

・ DPAT先遣隊の派遣に備えて、人員と資機材を輸送するための

車輌を有することが望ましい。

・ なお、被災時の患者搬送については、DMATに協力を依頼し、

DPATとDMATの協同で行われることから、患者搬送用の緊急車輌

を有することは必須としない。
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※災害拠点病院指定要件

（２）施設及び設備

② 搬送関係

ア．施設

原則として、病院敷地内にヘリコプターの離着陸場を有すること。（略）

イ．設備

ＤＭＡＴや医療チームの派遣に必要な緊急車輌を原則として有すること。その車輌には、応急用医療資器材、

テント、発電機、飲料水、食料、生活用品等の搭載が可能であること。 16

○ 一時的避難場所の確保について

・ 被災地域内から精神科医療を必要とする多数の患者が、災害

拠点精神科病院に搬送された場合、広域搬送を待つ間、患者の

安全が確保された一時的避難場所が必要になる場合がある。

・ 一時的避難場所は、耐震性のある既存施設を活用するか、

予め災害拠点精神科病院の近隣に、活用可能な耐震性の確保

された施設を選定する等により準備することとする。

f. 搬送手段などの確保（２）その他



災害拠点精神科病院の整備方針（案）

• 災害拠点精神科病院は、都道府県内に1カ所を原則とする。
但し、人口規模や地理的条件などを勘案し、都道府県内に
複数整備することも可能とする。

• 災害拠点精神科病院は、DPAT先遣隊を派遣できる医療機関
とする。

• 当面の間、DPAT先遣隊が未整備の医療機関も指定できるこ
ととする。その場合、都道府県等DPATを整備した上で、2年
以内（2020年度末まで）にDPAT先遣隊の整備を義務づける。

※ 現在、DPAT先遣隊は、42自治体で整備済み。
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災害拠点精神科病院指定要件（案）
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災害拠点精神科病院指定要件（案）
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１／５

（１） 運営体制

災害拠点精神科病院として、下記の要件を満たしていること。

① 24時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の精神科医療の必要な患者の受入れ及び搬出

を行うことが可能な体制を有すること。

② 災害発生時に、被災地からの精神科疾患を有する患者の受入れ拠点にもなること。なお、

「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」が機能していない場合には、被災地から

とりあえずの精神科疾患を有する患者の搬送先として患者を受け入れること。また、例えば、

被災地の災害拠点精神科病院と被災地外の災害拠点精神科病院とのヘリコプターによる患者、

医療物資等のピストン輸送等を災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）と協力して実施できる機能

を有していること。

③ 災害派遣精神科医療チーム（ＤＰＡＴ）の先遣隊（ＤＰＡＴ先遣隊）を保有し、その派遣

体制があること。また、災害発生時に他の精神科医療機関のＤＰＡＴや医療チームの支援を

受け入れる際の待機場所や対応の担当者を定めておく等の体制を整えていること。

④ 精神保健福祉法第19条の8に基づく指定病院（精神科指定病院）であること。

⑤ 被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行っていること。

⑥ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修及び訓練を実施すること。

⑦ 地域の精神科医療機関及び地域医師会、日本赤十字社等の医療関係団体とともに定期的な

訓練や災害精神科医療に関する研修を実施すること。また、災害時に地域の医療機関への支

援を行うための体制を整えていること。



（２） 施設及び設備

① 医療関係

ア．施設

災害拠点精神科病院として、下記の診療施設等を有すること。

（ア）病棟（病室、保護室等）、診療棟（診察室、検査室、レントゲン室等）等精神科診療

に必要な部門を設けるとともに、災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペー

ス及び簡易ベッド等の備蓄スペースを有することが望ましい。

（イ）診療機能を有する施設は耐震構造を有することとし、病院機能を維持するために必要

な全ての施設が耐震構造を有することが望ましい。

（ウ）災害時も主な診療施設、病棟等を機能させるのに必要な電力を確保するため、自家発

電機等を保有し、３日分程度の燃料を確保しておくこと。また、平時より自家発電機等

から必要な電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なことを検証しておく

こと。なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考にし

て検討することが望ましい。

（エ）適切な容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な井戸設備の整備、優先的な給水協

定の締結等により、災害時の診療に必要な水を確保すること。

20
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イ．設備

災害拠点精神科病院として、下記の設備等を有すること。

（ア）衛星電話を保有し、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すること。また、

複数の通信手段を保有していることが望ましい。

（イ）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加し、災害時に情報を入力する体

制を整えておくこと。すなわち、情報を入力する複数の担当者を事前に定めておき、入

力内容や操作方法などの研修・訓練を行っておくこと。

（ウ）被災地における自己完結型の医療に対応出来る携行式の応急用医療資器材、応急用医

薬品、テント、発電機、飲料水、食料、生活用品等

（エ）トリアージ・タッグ

ウ．その他

食料、飲料水、医薬品等について、流通を通じて適切に供給されるまでに必要な量として、

３日分程度を備蓄しておくこと。その際、災害時に多数の患者が来院することや職員が帰宅

困難となることを想定しておくことが望ましい。

また、食料、飲料水、医薬品、燃料等について、地域の関係団体・業者との協定の締結に

より、災害時に優先的に供給される体制を整えておくこと（ただし、医薬品等については、

都道府県・関係団体間の協定等において、災害拠点精神科病院への対応が含まれている場合

は除く。）。
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② 搬送関係

ア．施設

患者搬送については、ＤＭＡＴの協力を得つつ実施されるため、原則として敷地内のヘリ

コプターの離着陸場及び患者搬送用の緊急車輌については不要とする。ただし、円滑な搬送

を実現させるため、近隣の活用可能なヘリコプターの離着陸場の状況については情報を把握

しておくことが望ましい。

また、被災した精神科病院に入院する精神疾患を有する患者等の広域搬送等のため、一時

的に多くの患者を受け入れる場合を想定し、病院敷地内もしくは病院近接地に、患者の一時

的避難所を運営するための施設を前もって確保しておくこと。

イ．設備

ＤＰＡＴ先遣隊等の派遣に必要な緊急車輌を有することが望ましい。その車輌には、応急

用医療資器材、テント、発電機、飲料水、食料、生活用品等の搭載が可能であること。

また、広域搬送が必要な精神疾患を有する患者のための一時的避難所を運営するに当たり、

受け入れ想定患者数に見合った水、食料、医薬品等の備蓄も行うこと。
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（４）その他
災害拠点精神科病院の指定に当たっては、都道府県医療審議会等の承認を得ることとし、指定さ

れたものについては医療計画に記載すること。また、都道府県は指定した災害拠点精神科病院が要

件に合致しているかどうかを毎年（原則として４月１日時点）確認し、指定要件を満たさなくなっ

た場合には指定の解除を行うこと。なお指定に際し、（１）②の要件が満たされていないものにつ

いては、平成33年３月までにその要件が満たされることを前提に、指定することを可能とする。

指定又は指定の解除を行った際には、その内容について厚生労働省に報告すること。

なお、災害拠点精神科病院は、厚生労働省及び都道府県の行う調査に協力すること。
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①運営について

・ 24時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の受け入れ及び搬出を行うことが可能な体制を有すること。

・ 災害発生時に、被災地からの傷病者の受け入れ拠点にもなること。

・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有し、その派遣体制があること。

・ 救命救急センター又は第二次救急医療機関であること。

・ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行っていること。

・ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修及び訓練を実施すること。

・ 地域の第二次救急医療機関及び地域医師会、日本赤十字社等の医療関係団体とともに定期的な訓練を実施すること。
また、災害時に地域の医療機関への支援を行うための体制を整えていること。

・ ヘリコプター搬送の際には、同乗する医師を派遣できることが望ましいこと。

② 施設及び設備について

・ 多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な診療設備

・ 災害時における患者の多数発生時に対応可能なスペース（入院患者は２倍、外来患者は５倍）及び簡易ベッド等の備蓄スペースを有すること
が望ましい。

・ トリアージ・タッグ

・ 原則として病院敷地内にヘリコプターの離着陸場を有すること。

・ 診療機能を有する施設は耐震構造を有することとし、病院機能を維持するために必要な全ての施設が耐震構造を有することが望ましい。

・ 通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、３日分程度の燃料を確保しておくこと。

・ 食料、飲料水、医薬品等について、３日分程度を備蓄しておくこと。

・ 適切な容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な井戸設備の整備、優先的な給水協定の締結等により災害時の診療に必要な水を確保
すること。

・ 衛星電話を保有し、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すること。

・ 被災地における自己完結型の医療救護に対応できる資機材の保有

・ ＤＭＡＴや医療チームの派遣に必要な緊急車両を原則として有すること。

受入

施設

派遣
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災害拠点精神科病院

ア 目標
・ 被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS等を用いて都道府県災害対策本部へ共有すること
・ 災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）

に基づく精神科医療を行うための診療機能を有すること
・ 災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難場所としての機能を有すること
・ DPATの派遣機能を有すること
・ 被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含め、平時からの備えを行っていること

イ 医療機関に求められる事項
災害拠点精神科病院は、都道府県において災害時における精神科医療を提供する上での中心的な役割を担う。

・ 災害時に精神疾患を有する患者の一時的避難に対応できる場所を確保していること（体育館等）
・ 重症な精神疾患を有する患者に対応可能な保護室等を有していること
・ 診療に必要な施設が耐震構造であること
・ 被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること
・ 災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有していること
・ 災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備の整備、優先的な給水協定の締結等により、

必要な水の確保に努めること
・ 飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること
・ 加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と協定を締結し、災害時に優先的に供給を受けられる

ようにしておくこと（ただし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等※において、災害拠点精神科病院
への対応が含まれている場合は除く。）

・ 災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成（都道府県精神科病院協会等とも連携した地域の医療従事者へ
の研修を含む。）の役割を担うこと

・ EMISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めておき、訓練を行うことでその使用方法に
精通していること

・ 複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること
・ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うこと
・ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を実施すること
・ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救

護班等の医療関係団体の医療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること

災害時における医療体制の構築に係る指針（平成29年7月31日付け医政地発0731第1号）
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26※ DPAT事務局からの情報提供に基づく

※


